
















































A study about the multicultural symbiosis policy in Tokyo 23 words.
―Through the questionnaire survey to public facilities.―
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Abstract
　Recently,	 the	number	of	 foreign	people	 living	
in	 Japan	 is	 increasing.	Therefore,	Multicultural	
symbiosis	which	understands	each	other's	culture	




　From	 these	 survey,	 I	 found	 out	 4	 actual	
conditions.	 1）	Foreign	 people	 tend	 to	 live	 in	
"Arakawa	 area"	 "newly	 developed	 city	 center	
area"	 "water	 front	 area"	 2）The	 area	where	 a	
lot	 of	 foreign	people	 live	 in	 tend	 to	 administer	
a	policy	of	multicultural	 symbiosis.	 3）	There’re	
not	many	words	administer	 "religion"	4）Some	of	
words	 administer	 an	 international	 exchange	as	
Cooperetion.
　From	actual	 conditions,	 there	 are	 3	 subjects.	
1）	The	are	where	a	 lot	of	 foreign	people	needs	
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1．はじめに
1.1　研究の背景
























　東京 23 区（以下 23 区）を事例とした理由は、始めに
外国人数の多さが挙げられる。都道府県別で見た場合、
東京都は日本で１番外国人を多く有し、その数は 2017
年 1 月で 48 万 6346 人となっている。23 区に限定すると
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4．研究対象地域（東京 23 区）の概要
4.1　外国人数について






4 万 1235 人である。2 番目に、江戸川区の 3 万 827 人、
3番目に足立区の 2万 7417 人と続く。出身国別では、23
区は中国出身者が 1番多く 15 万 9806 人である。2番目
は韓国出身者の 7 万 5741 人で、3 番目にフィリピン出















































表 1 本研究におけるアンケート対象のまとめ 
カテゴリ  ー 区名 アンケート対象 
















板橋区 区民文化部 文化・国際交流課 
港区 地域振興部 国際化振興課 
葛飾区 地域振興部 文化国際課 











江東区 地域振興部 区民交流担当 
豊島区 政策経営部 企画課 







杉並区 区民生活部 文化・交流課 
墨田区 区民活動推進部 文化振興課 





中央区 区民部 文化・生涯学習課 
 
3.2 研究の方法と結果 











調査内容について、表 2 にまとめる。 
 
表 2 本研究における調査内容 

















 2017 年の東京都における外国人数は 48 万 6346
人である。出入国管理及び難民認定法の改正があっ





図 1 東京都における外国人数の推移 
出典:東京都 外国人人口（平成 4年～平成 28年） 
 
東京都で外国人を１番多く有するのは新宿区であ
り、4 万 1235 人である。2 番目に、江戸川区の 3 万
827 人、3 番目に足立区の 2 万 7417 人と続く。出
身国別では、23 区は中国出身者が 1 番多く 15 万
9806 人である。2 番目は韓国出身者の 7 万 5741 人




表 3　東京 23 区における外国人人口（単位 : 人）
区名 外国人人口 外国人人口割合 総人口
新宿区 41,235 12.1％ 339,724
江戸川区 30,827 4.4％ 687,232
足立区 27,417 4.0％ 673,348
豊島区 27,060 9.1％ 295,246
江東区 26,077 5.1％ 503,888
板橋区 22,667 3.9％ 569,654
大田区 21,599 2.9％ 722,377
北区 19,552 5.6％ 345,666
港区 18,992 7.6％ 248,621
葛飾区 18,768 4.1％ 447,316
世田谷区 18,196 1.9％ 914,148
荒川区 17,831 8.3％ 214,742
練馬区 16,422 2.2％ 726,928
中野区 15,693 4.7％ 332,522
台東区 14,600 7.2％ 200,635
杉並区 14,543 4.6％ 313,525
品川区 11,742 2.9％ 392,849
墨田区 11,495 4.4％ 260,569
渋谷区 9,825 4.3％ 227,268
文京区 9,174 4.1％ 223,691
目黒区 8,094 2.8％ 279,929
中央区 6,176 4.1％ 149,073
千代田区 2,665 4.4％ 59,737
合計 410,650 　 9,385,465
出典 :	東京都　区市町村、世帯数、男女別人口及び人口密度（平
成 29）・外国人人口
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その結果、東京 22 区中、14 区（64％）に外国人が
集住する地域が見られるとの回答を得た。外国人の




図 2 外国人の集住の様子（N=22） 
 

























表 5 23区の外国人をめぐる問題（N=20） 
1かなり問題である—3問題である—5・6どちらでもない-8問題でない-ほとんど問題でない 
項目 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 
日本語能力の不足による問
題 
 1 8 3 7   1   
外国人自身のつながりの不
足 
  1 5 13 1     
日本人の外国人に対する理
解不足 
  3 5 10 1 1    
日本人と外国人との教育格
差 
 1 7 3 7 1  1   
国民保険や福祉制度が理解
されていない事 
 1 6 3 7 2 1    
ゴミ出しルール等地域の決
まりに関するもの 
1 2 5 3 7 1  1   
騒音・生活音に関するもの 1  3 5 9 1  1   
差別・いじめの発生   2 3 11 2  2   
外国人が日本人と知り合う
場の不足 
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項　目 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
日本語能力の不足による
問題
1 8 3 7 1
外国人自身のつながりの
不足
1 5 13 1
日本人の外国人に対する
理解不足
3 5 10 1 1
日本人と外国人との教育
格差
1 7 3 7 1 1
国民保険や福祉制度が理
解されていない事
1 6 3 7 2 1
ゴミ出しルール等地域の
決まりに関するもの
1 2 5 3 7 1 1
騒音・生活音に関するもの 1 3 5 9 1 1
差別・いじめの発生 2 3 11 2 2
外国人が日本人と知り合
う場の不足
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回答があった 22 区における多文化共生政策の内 
容については、「多言語の表記」の 21 区（95％）
















「多様な宗教へ対応」は 7 区（35％）と少なかった。 
 






るアンケート調査」が多く、22 区中 7 区（31％）で
行われている。反対に、特に行っていないとした区
は 9 区（40％）あった。 
                                 
 
（上段:集住の傾向が見られるN=14 下段:集住の傾向が見られないN =8） 
図 3 23区が行う外国人の実態把握について 
（複数回答）（N=22） 
 




全体 22 14 8 
100 63.6％ 36.4％ 
多文化共生を行う部署
を有している。 
8 8  0 
100  100.0％ 0％ 
多文化共生の理念・指
針がある。 
11 9 2 






全体 22 14 8 
100 100 100 
多言語の表記 21 14 7 




12 7 5 
54.5％ 50.0％ 62.5％ 
外国人に関するシ
ンポジウム 
1 1 0 
4.5％ 7.1％ 0.0％ 
日本で生活する上
でのサポート 
19 14 5 
86.4％ 100.0％ 62.5％ 
国際交流イベント
の開催 
17 10 7 




15 12 3 
68.2％ 85.7％ 37.5％ 
外国人を対象にし
た防災講座の開催 
17 12 5 
77.3％ 85.7％ 62.5％ 
その他 3 2 1 






全体 20 12 8 




18 12 6 




17 11 6 
85.0％ 91.7％ 75.0％ 
外国人に対して日本人
住民と接点を持つため 
18 12 6 
90.0％ 100.0％ 75.0％ 
外国人に対する差別・
偏見の解消のため 
15 10 5 
75.0％ 83.3％ 62.5％ 
災害発生時の減災のた
め 
16 10 6 
80.0％ 83.3％ 75.0％ 
多様な宗教へ対応する
ため 
7 4 3 
35.0％ 33.3％ 37.5％ 
その他 1 1 0 






4  大学など教育機関との協力 
5  特に行っていない 




項　目 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
日本人住民との接点の多
さ
3 12 3 1 1
外国人自身の出身国（同
胞）とのつながりの多さ
1 2 13 1 1 1 1
日本人住民とのトラブル
の少なさ
1 3 3 8 3 1 1
多言語表記の充実 1 5 2 7 4 1
外国人を親に持つ子供の
教育
3 5 7 2 2 1





10 段階評価（1 かなり優れている～10 ほとんど優
れていない）に設定した上で、調査した。 
表 9 多文化共生政策に関する 10 段階評価 
(N= 0) 
1 かなり優れている-3 優れている-5・6 どちらでもな - 
8 優れていない-10 ほとんど優れていない 
項目 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 
日本人住民との接点の多さ    3 12 3  1 1  
外国人自身の出身国（同胞）
とのつながりの多さ 
  1 2 13 1 1 1 1  
日本人住民とのトラブルの
少なさ 
 1 3 3 8 3  1 1  
多言語表記の充実  1 5 2 7 4 1    
外国人を親に持つ子供の教
育 
  3 5 7 2  2 1  











 現在、23 区におけるNPO や市民団体等、他の組
織の協働に関しては、荒川区にて行われている外国
人スピーチコンテスト等に見られる、「国際交流イベ
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10 段階評価（1 かなり優れている～10 ほとんど優
れていない）に設定した上で、調査した。
表 9 多文化共生政策に関する 10 段階評価
(N=20)
1 かなり優れている-3 優れている-5・6 どちらでもない- 
8 優れていない-10 ほとんど優れていない
項目 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 
日本人住民との接点の多さ 3 12 3  1 1 
外国人自身の出身国（同胞）
とのつながりの多さ 
1 2 13 1 1 1 1 
日本人住民とのトラブルの
少なさ 
1 3 3 8 3  1 1 
多言語表記の充実  1 5 2 7 4 1 
外国人を親に持つ子供の教
育 
3 5 7 2  2 1 
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2006 2008 2010 2012 2014 2016
インド ネパール インドネシア
図 6 23 区 に お け る 代 表 的 な イ ス ラ ム 教・ ヒ ン
ドゥー教を国教とする国の出身者の推移
出典 : 法務省　在留外国人統計
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注 1）	 日本語教室の講座は、講師はボランティアであり、１クラスあたり 5～ 10 人ほどの受講生を有する。教材は、市販の教材を使
用しており、しんじゅく多文化共生プラザにて受講生のレベルに合ったものを使用できる。
注 2）	 板橋区からの回答はなかったが、板橋区の「平成 28 年度多文化共生実態調査」より、筆者の判断で外国人の集住は見られない
とした。
注 3）	 ここでいう協働とは、台東区が示した「台東区協働方針」を参考に、「多様な主体と行政が力を合わせた取り組み」と定義した。
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